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物販ネットビジネス１）の経営課題について

通信経済研究部主任研究官　　北村　雅彦

はじめに

世間では『ネット通販』、『Ｂ to Ｃ』、『インター

ネット・ショッピング』等など、様々な呼び方が

されているが、インターネットを活用して消費者

向けに商品やサービスを販売するビジネスが、新

しいビジネス形態として注目を集めている。また、

そのようなビジネスをサポートする事業が、例え

ば、ショッピングモール、あるいは広告・宣伝や

販売促進、商品配送、代金決済あるいは経営コン

サルタントなどの分野で、それぞれ専門の事業者

により展開されている。

物品の販売に着目した『物販ネットビジネス』

は、ショッピングモールやレンタルサーバの普及

により参入自体は比較的容易といわれているが、

新しいビジネス形態であるため事業経営上の課題

も内在すると考えられる。関係者の話では、販売

促進活動は試行錯誤の段階とも聞く。

本稿では、平成１２年度調査研究の「物販ネット

ビジネスに必要な機能のシステム化に関する調査

研究」（以下、「本研究」）の中から、物販ネット

ビジネスの経営課題を中心に述べる。

順序としては、物販ネット事業者を対象とした

アンケート調査等２）に基づき、物販ネットビジ

ネスの状況を概観したあと、試行錯誤段階といわ

れる販売促進施策の実態や評価について分析した

後、物販ネットビジネスの経営課題について考察

する。

１　物販ネット事業者の概況

まず、アンケート調査結果に基づき物販ネット

事業者の状況を概観する。

１．１ カテゴリー別の構成

本研究では、アンケートに回答のあった物販

ネット事業者を『開始状況別』、『実施形態別』
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１）『物販ネットビジネス』とは、「インターネットを活用して物品を受注・販売し、注文商品を配送手段で消費者に届けるビジ
ネス」である。インターネットで商品を配信（例えば、ソフト）するようなビジネスは対象外である。

２）物販ネット事業者（計画者を含む）を対象とした調査（回答数２７５）と専門事業者を対象とした調査（同２２）を実施してい
る。実施機関は�三菱総合研究所で、調査対象や回収状況は、後述の「アンケート調査の概要」を参照。



『受注件数ランク別』の３つのカテゴリーで分

析している。その区分及び構成割合は表１（受注

件数ランク別の構成割合は図１）のとおりである。

兼業者が物販ネットビジネス以外に兼ねている

主な業種は、小売業［個人経営以外］（２５．３％）、

卸売業（２４．４％）、製造業（１６．７％）、小売業［個

人経営］（１２．７％）、通信販売業（１０．４％）の順に

なっている。

受注件数ランク別では、受注件数が多い事業者

もいれば、少ない事業者も相当存在する。「５件

未満」が１７．１％、「５～２０件未満」が２２．５％であ

る。仮に１か月の営業日数を２０日とすると、１日

当たり１件未満の事業者が約４割を占めることに

なる。
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表１　カテゴリー別の区分と回答者の構成割合

カテゴリー別 構成割合 解説

開始状
況別

実施者 ８９．８％
既に物販ネットビジネスを開始している物販ネット事
業者

計画者 １０．２％ 物販ネットビジネスをこれから開始する者

実施形
態別

兼業者 ８０．４％ 物販ネットビジネス以外の事業も行っている事業者

専業者
（又はネット専業者）

９．８％ 専ら物販ネットビジネスだけを行う事業者

個人サイドビジネス ７．６％ 個人が物販ネットビジネスを副業的に行っている形態

無回答 ２．２％ －

受注件数ランク別 図１参照 １か月当たりの受注件数で分けた５つのランク

図１　１か月当たりの受注件数ランク別の状況

５件未満　 ５～２０件未満 ２０～１００件未満 １００～１，０００件未満 １，０００件以上　 無回答��
��
yy
yy

����������
����������
����������
����������

yyyyyyyyyy
yyyyyyyyyy
yyyyyyyyyy
yyyyyyyyyy

０％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％

Ｎ＝２７５

１７．１ ２２．５ ２８．７ ２２．５ ５．１ ４．０



１．２ 物販ネットビジネスの開始時期

物販ネットビジネスを始めた時期を暦年別に示

したのが図２３）である。「１９９７年以前」に開始し

ている割合が１３．１％であるが、１９９８年（７．３％）

から２０００年（４２．５％）へと割合が増加している。

まだ、この事業を開始して年数の浅い（１～２年）

事業者の割合が多い。
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出店している　 出店する計画がある 出店していない　 無回答��
��
yy
yy

����
����
����
����
����
����

yyyy
yyyy
yyyy
yyyy
yyyy
yyyy

０％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％

Ｎ＝２７５

５７．５ ７．６ ３２．４

２．５

図２　物販ネットビジネスの開始時期（ＳＡ）

１．３ ショッピングモールへの出店状況

図３は、ショッピングモールへの出店状況の回

答割合を示したものである。「出店していない」

事業者も３２．４％ある。ショッピングモールに出店

するか否かは、個々の物販ネット事業者の経営判

断になるが、それらの事業者は、自己のサーバあ

るいはレンタルサーバを利用して、インターネッ

ト上にショップを開店しているものと考えられる。

また、「出店している」（５７．５％）の出店モール

数は、１モール（５３．２％）、２モール（１９．０％）

が多い結果となっている。

図３　ショッピングモールへの出店状況（ＳＡ）

～１９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 ２００１年以降 無回答
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３）２００１年以降の１３．８％には、調査時点（２０００年２月下旬～３月上旬）までに開始している事業者と、今後開始する計画者の両
方が含まれる。



２　物販ネットビジネスの販売促進施策

アンケート調査では、「実施している販売促進施

策」（複数回答）と「費用対効果が最も高い施策」４）

を調査している。本研究で行った物販ネット事業者

に対するヒアリング調査で、各種販売促進施策の費

用対効果が分からない又は測定できないとの意見も

あった。試行錯誤があると言われる販売促進施策の

状況や評価を分析する。

２．１ 販売促進施策の評価

表２は、�実施している販売促進施策の回答割

合、�費用対効果が高い施策の回答割合、及び

�÷�の比率を示したものである。�÷�の値は、

いわば実施している販売促進施策のうち費用対効

果が最も高いと評価している比率を意味する。

まず、�の実施割合としては、「ショッピン

グモールへの出店」（５９．６％）が最も高く、「自

社発行のメールマガジン」（３７．１％）、「懸賞広告」

（３４．９％）、「他社発行のメールマガジンへの広告

掲載」（２８．７％）、「紙媒体の広告･宣伝」（２６．２％）

の順になっている。

次に、�の費用対効果が高い施策は、「ショッ

ピングモールへの出店」（２３．６％）、「自社発行の

メールマガジン」（２１．５％）、「紙媒体の広告･宣

伝」（１２．７％）、「懸賞広告」（１２．０％）、「他社発

行のメールマガジンへの広告掲載」（６．９％）と

なる。費用対効果という点では突出した施策は

なく拮抗している。意外と「紙媒体の広告・宣

伝」の評価が高い。

�÷�の比率で比較すると、「その他」、「アフェ

リエート」５）、「自社発行のメールマガジン」、「紙
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表２　販売促進施策として�実施している施策と�『費用対効果』が最も高い施策（ＭＡ）

Ｎ＝２７５

施　策　名
�実施している施
策（％）

�費用対効果が最
も高い施策（％）

�／�

ショッピングモールへの出店 ５９．６ ２３．６ ０．４０

自社発行のメールマガジン ３７．１ ２１．５ ０．５８

懸賞広告 ３４．９ １２．０ ０．３４

他社発行のメールマガジンへの広告掲載 ２８．７ ６．９ ０．２４

紙媒体の広告･宣伝 ２６．２ １２．７ ０．４８

共同販売促進施策 １９．６ ６．２ ０．３２

バナー広告 １８．５ ４．７ ０．２５

割引券の発行 ９．５ ２．９ ０．３１

アフェリエート ４．４ ２．９ ０．６６

その他 １２．４ ９．１ ０．７３

無回答 ６．２ １０．２ －

４）単一回答形式で調査したが、複数回答の調査票が１割弱あったため、複数回答として集計した。
５）パートナーのサイトに掲載した広告ロゴを経由した受注に対して報酬を支払う仕組み。



媒体の広告･宣伝」の順に高い。

物販ネットビジネスでは、モール出店やメール

マガジンなどの施策以外に、「その他」に該当す

るような独自の施策を自らの販売実態に適した方

法で展開し、適合しているために費用対効果が高

いと評価しているものと考えられる。

「自社発行のメールマガジン」も、自社の販売

商品や販売実態に適した内容に編集でき、通信費

は軽微であるため、固定客や見込み客に対して広

告・宣伝できれば効果的であろう。

また、物販ネットビジネスはインターネットを

活用した販売形態ではあるが、『クリック＆モル

タル』といわれるように、販売促進施策でも意外

に「紙媒体の広告・宣伝」が比較的有効な施策と

して貢献していると考えられる。

２．２ カテゴリー別の特徴

次に、実施形態別及び受注件数ランク別に特徴

を分析する。

まず、表３は、実施形態別に費用対効果が高い

販売促進施策の回答割合で上位３施策を示したも

のである。兼業者は「ショッピングモール出店」

（２４．０％）が高いが、個人サイドビジネスは「他

社発行のメールマガジンへの広告掲載」（２３．８％）

とショッピングモール出店が同じ割合、専業者

に至っては、「自社発行のメールマガジン」（２５．９％）

が「ショッピングモール出店」（１８．５％）より高い。

次に、表４は、受注件数ランク別に費用対効果

が高い販売促進施策の回答割合で上位３施策を示

したものである。受注件数の少ないランクでは、

ショッピングモールへの出店の回答割合が比較的

高いが、受注件数が多くなるにつれて、自社発行

のメールマガジンの回答割合が高くなり、ショッ

ピングモールへの出店と同等又はそれを上回って

いる。

以上から、物販ネット事業者全体では、ショッ

ピングモール出店が費用対効果の点でも評価は高

いが、カテゴリー別では、専業者や受注件数の多

いランクは、ショッピングモール出店よりも自社

発行のメールマガジンの方を高く評価している。
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表３　費用対効果が高い販売促進施策（上位３施策）【実施形態別】

区　別 兼業者（ｎ＝２２１） 専業者（ｎ＝２７） 個人サイドビジネス（ｎ＝２１）

第１順位 モール出店　　（２４．０％） 自社メルマガ　（２５．９％） モール出店　　　　（２３．８％）

他社メルマガ　　　（２３．８％）第２順位 自社メルマガ　（２２．２％） モール出店　　（１８．５％）

紙媒体　　　　（１８．５％）第３順位 懸賞広告　　　（１３．６％） 紙媒体　　　　　　（１９．０％）

表４　費用対効果が高い販売促進施策（上位３施策）【受注件数ランク別】

区　別
５件未満

（ｎ＝４７）
５～２０件未満

（ｎ＝６２）
２０～１００件未満

（ｎ＝７９）
１００～１０００件未満

（ｎ＝６２）
１０００件以上

（ｎ＝１４）

第１順位 モール出店
（１７．０％）

紙媒体
（１７．０％）

モール出店
（２９．０％）

自社メルマガ
（２６．６％）

モール出店
（３０．６％）

自社メルマガ
（３０．６％）

自社メルマガ
（３５．７％）

第２順位
懸賞広告

（２１．０％）
モール出店

（２０．３％）
紙媒体

（２８．６％）

第３順位
懸賞広告

（１４．９％）
自社メルマガ

（１４．５％）
懸賞広告

（１１．４％）
共同販促

（１１．３％）
モール出店

（１４．３％）



３　物販ネットビジネスの経営課題の考察

アンケート調査では、物販ネットビジネスの経

営課題に関する１３項目について、『５段階評価尺

度』（図４参照）により重要度合いを調査してい

る。以下では、因子分析及び重要度合いのスコア

化により比較分析して、物販ネットビジネスの経

営課題の特徴を考察する。

３．１ 因子分析に見る経営課題

３．１．１ 経営課題は３つの因子

因子分析は、変数相互の関係を調べ、新しい概

念のファクターを導く手法で、幾つかあった変数を

“新しい概念のファクター”で表わすことができる。

因子分析６）による因子負荷量は表５のとおり

であり、物販ネットビジネスの経営課題として３

つの因子が抽出され、各因子（軸）を次のとおり

解釈した。

【第１因子（Ａ１）】

第１因子の因子負荷量が大きい変数は、いずれ

も商品受注に係る一連の業務・作業に関する変数

であり、『取引業務課題』の軸と考えられる。
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図４　『５段階評価尺度』とスコア

１
重要で
ない

２
やや
重要で
ある

３
重要で
ある

４
かなり
重要で
ある

５
非常に
重要で
ある

スコア ０ １ ２ ３ ４

表５　経営課題の因子負荷量

第１因子 第２因子 第３因子

�返品関係の作業 ０．７４４ ０．２６５ ０．００１

�受注商品の梱包・出荷作業 ０．７４２ ０．０２６ ０．０９２

�入金確認・決済関係の作業 ０．７１２ ０．３１４ ０．１０９

�商品の在庫管理作業 ０．６４８ ０．０７９ ０．１６２

�顧客からの問合せ・クレーム対応 ０．６４０ ０．２５７ ０．１６７

�顧客管理業務 ０．５４９ ０．０５８ ０．３１９

	個人情報保護・情報セキュリティ対策 ０．５２９ ０．３９１ －０．００９


運営費用の負担 ０．０８８ ０．５４４ ０．１５０

�類似・競合ショップの存在 ０．０９２ ０．５０７ ０．２８１

�専門の人材確保 ０．２４５ ０．４５６ ０．０２４

�ショップでの受注件数 ０．１３１ ０．１６３ ０．６７０

�ショップへのアクセス数 ０．０７９ ０．１１６ ０．６５５


効果的な広告・販売促進施策 ０．１８２ ０．３９７ ０．４１０

取引業務
課　　題

事業運営
課　　題

販売促進
課　　題

６）因子分析の実施方法は、計算ソフトウェア：ＳＰＳＳ１０．０J、因子抽出方法：主因子法、因子軸の回転方法：Kaiserの正規化
を伴うバリマックス法。欠損値の無いサンプル数は２５０、第３因子までの累積寄与率は４４．９％である。



【第２因子（Ａ２）】

第２因子で因子負荷量が大きい変数は、運営費

用負担や人材確保など、物販ネット事業を開始し

維持・継続することに関係するものであり、『事

業運営課題』の軸と考えられる。「�類似・競合

ショップの存在」は事業運営の環境的課題と認識

しているものと思われる。

【第３因子（Ａ３）】

第３因子で因子負荷量が大きい変数は、受注・

集客及びそのための販売促進施策に関係するもの

であり、『販売促進課題』の軸と考えられる。

３．１．２ 因子得点によるカテゴリー別の特徴

因子得点は、各サンプルのポジショニングを明

らかにできる。サンプル全体の因子得点の平均値は

ゼロであるから、カテゴリー別の因子得点の平均値

がプラス又はマイナスに大きいことは、そのカテゴ

リーの特徴と考えられる。表６がカテゴリー別の因

子得点の平均値を示したものである。

カテゴリー別の特徴としては、計画者は、「Ａ

１取引業務課題」と「Ａ２事業運営課題」を重要

視し、個人サイドビジネスは、「Ａ２事業運営課

題」を重要視している。専業者は、３つの課題を

同程度に重要視している。受注件数ランク別では、

受注件数が多いランクになるに従って、３つの課

題を重要視する傾向が見受けられる。

３．２ 平均スコア及び全体との格差に見る特徴

因子分析や因子得点は、新しい３つのファクター

（因子）に基づくものであったが、以下では、個々

の課題の平均スコア７）を比較して、個別具体的な

経営課題の特徴を分析する。
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７）平均スコア＝［Σ（スコア）×（評価段階の回答者数）］÷［（回答者総数）－（無回答者数）］。ただし、スコアは図４のス
コアであり、平均スコアは最大値４～最小値０の間の値になる。

表６　経営課題の因子得点のカテゴリー別平均値

Ａ１（第１因子） Ａ２（第２因子） Ａ３（第３因子）

取引業務課題 事業運営課題 販売促進課題

実施者 －０．０４２ －０．０６５ ０．００９

計画者 ０．３３１ ０．５１６ －０．０７５

兼業者 －０．０３２ －０．０７４ －０．０３１

個人サイドビジネス ０．０２３ ０．３９４ ０．０１７

専業者 ０．２４８ ０．２４７ ０．２９８

～５件未満 －０．１２６ －０．１２２ －０．１３８

５～２０件未満 －０．１４４ －０．０４５ －０．０７１

２０～１００件未満 ０．１０９ －０．１１２ ０．７７５

１００～１０００件未満 ０．１１４ ０．１５７ ０．０１１

１０００件以上 ０．０２７ ０．２３０ ０．０９２



３．２．１ 物販ネット事業者全体の平均スコア

経営課題について物販ネット事業者全体の平均

スコア（以下、「全体平均スコア」）を示したのが

表７である。各課題が該当する因子軸を付記して

いる。１３項目の平均値（２．５５）を上回る上位項目８）

は７項目で、「Ａ１取引業務課題」と「Ａ３販売促

進課題」に属する。

「�アクセス数」や「�受注件数」という販売

促進課題に該当する項目が最も重要な経営課題と

なっている。また、「�顧客からの問合せ・クレー

ム対応」や「�顧客管理業務」、「�入金確認・決済

関係作業」の取引業務課題に該当する課題も上位項

目となっている。一方、「
効果的な販売促進の施

策」の重要度合いはあまり高くない。販売促進施

策が試行錯誤といわれるのは、販売促進の成果と

して数量的に現れて、同じ販売促進課題に属する

最重要課題である「アクセス数」と「受注件数」

に関する悩みに起因するのかもしれない。
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表７　経営課題の全体平均スコア

因子軸 経営課題項目 全体平均スコア

Ａ３ �御社ショップへのアクセス数 ３．２３

Ａ３ �御社ショップでの受注件数 ３．２０

Ａ１ �顧客からの問合せ・クレーム対応 ３．０７

Ａ１ �個人情報保護や情報セキュリティの対策 ２．８２

Ａ１ �入金確認・決済関係の作業 ２．７８

Ａ１ �顧客管理業務（注文客・見込み客など） ２．７２

Ａ３ �効果的な広告・販売促進の施策 ２．７０

Ａ２ 
運営費用（出店料・広告料など）の負担 ２．３３

Ａ１ �返品関係の作業 ２．２５

Ａ１ �受注商品の梱包・出荷作業 ２．２３

Ａ２ �類似・競合するショップの存在 ２．０２

Ａ１ �商品の在庫管理作業 ２．００

Ａ２ �専門の人材確保（システム開発、プロモーションなど） １．７６

上
　
　
位
　
　
項
　
　
目

平均値（上記１３項目） ２．５５

８）「上位項目」は平均スコアの平均値を上回る項目。（図５参照）



３．２．２ カテゴリー別の特徴

開始状況別、実施形態別、受注件数ランク別の

カテゴリーでも、平均スコアによる経営課題の重

要度合いが異なっている。『�全体との格差』（�

全体平均スコアと�カテゴリー別の平均スコアの

格差）が大きい項目は、そのカテゴリーの特徴と

考えられる（図５参照）。

カテゴリー別に全体との格差が大きい項目を抽

出したのが、表８である。受注件数ランク別につ

いては、受注件数の最少ランク（５件未満）と最

多ランク（１０００件以上）で格差が大きい項目を示

しているので傾向的な特徴となる。
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図５　平均スコアと『上位項目』及び『全体との格差』の事例

�全体平均スコア �カテゴリー別の平均スコア �全体との格差（�－�）
平均値

・
・

平均値

・
・ － ＋

上位項目＝重要度の高い項目 カテゴリ－別の特徴

表８　経営課題のカテゴリー別の特徴（全体との格差）

Ａ１取引業務課題 Ａ２事業運営課題 Ａ３販売促進課題

計画者
�入金・決済関係（０．６２） �競合ショップの存在

（０．７０）
	専門の人材確保 （０．７７）

�販売促進施策（０．５２）
�受注件数　 （－０．２７）

個人サイド
ビジネス

�競合ショップの存在
（０．９８）

�販売促進施策（０．４０）
�受注件数　　（－０．２０）

専業者 �入金・決済関係（０．６２）

返品関係作業　（０．４８） �運営費用負担　 （０．４８） �受注件数　 （－０．２０）

【受注件数ランク別】

受注件数の
多いランク

�顧客からの問合せ・
クレーム対応　【０．５９】
�顧客管理業務　【０．５２】
�在庫管理作業　【０．５９】

	専門の人材育成 【１．０４】
�競合ショップの存在

【０．４５】

�受注件数　　【０．３２】

少ないランク

注１：ゴシック文字は上位項目。
２：（ ）は全体との格差。下線はマイナスを表す。
３：【 】は受注件数ランク別の「多いランク」と「少ないランク」の平均スコアの格差。



３．３ 物販ネットビジネスの経営課題の考察

物販ネット事業者の経営課題は、『Ａ１取引業

務課題』、『Ａ２事業運営課題』、『Ａ３販売促進課

題』の３つの因子から構成され、重要度合いの高

い上位項目は、Ａ１とＡ３に属する課題であった。

物販ネットビジネスの経営課題及びカテゴリー

別の特徴点は以下の３点が上げられる。

�顧客対応や顧客管理業務と決済関係業務が取引

業務の重要課題

経営課題の「Ａ１取引業務課題」に該当する上

位項目は「顧客からの問合せ・クレーム対応」

「顧客管理業務」「入金確認・決済関係の作業」で、

重要度合いの高い経営課題といえよう。

それらの業務量・作業量は受注件数に比例する

と考えられ、受注件数が多いランクになるほど重

要度合いが高まっていた。また、計画者とネット

専業者では、入金確認・決済関係作業が全体との

格差も大きく重要度合いが高くなっているのが特

徴と言えよう。（表８参照）

反対に、現段階では受注件数の少ないランクや

個人サイドビジネスでは、取引業務課題の重要度

合いは高くない。

物販ネットビジネスの将来市場規模は増加度合

いが高いと予想９）されている。受注件数の増加

に比例して「顧客からの問合せ・クレーム対応」

「顧客管理業務」「入金確認・決済関係の作業」の

重要度合いは更に高まり、現段階では受注件数の

少ない事業者でも今後の受注件数の動向次第では、

重要度合いが高まるものと予想される。

傍証的ではあるが、専門事業者を対象としたアン

ケート調査では、専門事業者が物販ネット事業者

の課題解決のために行う支援業務として実施又は

計画・検討している割合が多かったのは、「顧客

管理業務の支援・代行」「入金確認・決済関係の

作業の支援･代行」「顧客からの問合せ・クレーム

対応の支援・代行」であり（図６参照）、物販ネット

ビジネスの経営課題と合致している。
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９）アンケート調査で、物販ネットビジネスの市場規模・環境要素（１０項目）のうち、増加度合いの高い項目は、「物販ネットで
購入する消費者数」「物販ネット市場の全体売上高」「個人情報などネット関連事件数」「物販ネットビジネスの全体ショップ
数」「物流代行や決済代行を利用するショップ数」の順であった。

図６　物販ネット事業者への支援・代行業務の実態と計画状況（ＳＡ）

効果的な広告・販売促進の支援・代行

顧客管理業務の支援・代行

商品の在庫管理の支援・代行

受注商品の梱包・出荷作業の支援・代行

入金確認・決済関係の作業の支援・代行

返品関係の作業の支援・代行

顧客からの問合わせ・クレーム対応の支援・代行

運営費用（出店料・広告料など）の軽減案の提案

専門の人材確保（システム開発・プロモーションなど）の代行・斡旋

個人情報保護や情報セキュリティ確保の支援・代行

０％ １０％ ２０％ ３０％ ４０％ ５０％ ６０％ ７０％ ８０％ ９０％ １００％
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�「受注件数」課題グループと「アクセス数」課

題グループ

次に、物販ネット事業者の全体平均スコアで最

も重要視していた課題は、「Ａ３販売促進課題」

に属する「アクセス数」と「受注件数」であった。

表８（前掲）のように、専業者や受注件数の多い

ランクは、「受注件数」をより重要視する一方、

計画者や個人サイドビジネスは「受注件数」の全

体との格差がマイナスで、カテゴリー別で重要度

合いに違いがあった。

表９は、各カテゴリー別に「受注件数」と「ア

クセス数」の平均スコアを示したものである。

専業者や受注件数が多いランクは、受注件数の

方をより重要な経営課題とし、一方、計画者や個

人サイドビジネス及び受注件数の少ないランクは、

アクセス数の方をより重要な課題としている。こ

れは、前者が「アクセス数」は一定程度はあるが、

期待ほどには「受注件数」に結びつきにくいとい

う課題、後者は「受注件数」の前提となる「アク

セス数」が期待した状態でないという課題と考え

られる。表８（前掲）で計画者や個人サイドビジ

ネスが「効果的な販売促進策」を重要な課題とし

ているのは、受注の前提となる来客つまり「アク

セス数」を増加させたい意向と思われる。

専業者や受注件数が多いランクの「アクセス数」

が仮に期待した程度であるとすれば、販売促進施

策の違いが一つの要因と考えられよう。前述２の

販売促進施策でみたように、専業者や受注件数の多

いランクが、費用対効果の高い販売促進施策として

いたのは「自社発行のメールマガジン」であった。

一方、個人サイドビジネスや受注件数の少ないラ

ンクあるいは計画者は、費用対効果の高い販売促

進施策として「自社発行のメールマガジン」の回

答割合は低かった。それは、商品情報を欲する見

込み客、商品情報の送信先情報の量が少ないから

ではないか。

「自社発行のメールマガジン」の良否は別とし

て、基本的に固定客・見込み客情報量の差異が、

販売促進課題に影響しているものと考えられる。

個々の物販ネット事業者ごとの見込み客情報を収

集・蓄積できる方策や仕組みを構築することがで

きれば、特に「アクセス数」「効果的な販売促進

施策」を経営課題とする事業者にとっては有用な

ものとなろう。

ただし、個々の物販ネット事業者に適した固定

客・見込み客情報は、従来からの販売活動あるい

は相当の広告・販売促進投資により蓄積されてき

たものであろうから、短い期間に効率的に蓄積す

ることは容易なことではないものと思われる。
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表９　カテゴリー別の「受注件数」と
「アクセス数」の平均スコア

カテゴリー別 受注件数� アクセス数� �－�

【開始状況別】

実施者 ３．２３ ３．２３ ０．００

計画者 ２．９３ ３．２５ －０．３２

【実施形態別】

兼業者 ３．１７ ３．１９ －０．０２

専業者 ３．６７ ３．５２ ０．１５

個人サイドビジネス ３．００ ３．３３ －０．３３

【受注件数ランク別】

５件未満 ２．８９ ３．２６ －０．３７

５～２０件未満 ３．０５ ３．３５ －０．３０

１００～１０００件未満 ３．４４ ３．１１ ０．３３

２０～１００件未満 ３．３０ ３．１７ ０．１３

１０００件以上 ３．２１ ３．２１ ０．００



�類似・競合ショップの存在を互いに意識

物販ネット事業者全体では「Ａ２事業運営課題」

に属する上位項目はなかったが、計画者や個人サ

イドビジネスは「類似・競合ショップの存在」を

特に重要視しているという特徴点があった（表８

参照）。

計画者は、物販ネットビジネスではいわば後発

であるため、先行事業者を意識しているからと考

えられる。また、個人サイドビジネスは、ショッ

プ数や取扱商品種類が増加する中に埋没して差別

化が難しくなると意識しているからと考えられる。

一方、受注件数の多いランクにおいても、上位項

目ではないが「類似・競合ショップの存在」が高

まっている。ショッピングモールへの出店やレン

タルサーバを利用して比較的容易に事業を開始で

きる環境においては、類似・競合ショップの増加

を少なからず意識しているものと考えられる。

物販ネットビジネスの市場規模・環境要素の将来

動向では、「物販ネットビジネスの全体ショップ数」

も増加度合いの高い要素であった。全体ショップ数

が増加すれば、自然と類似・競合するショップが増

加し、競合・競争関係が厳しくなるものと予想され

る。

今後、競争･競合関係により自然淘汰されるの

か、取扱商品や販売方法の差別化あるいは商品価

格の差別化などにより共存できるのか、今後の市

場構造の動向が注目されるところである。
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アンケート調査の概要

『物販ネットビジネスに関するアンケート調査』（対象：物販ネット事業者）

対象者及
び抽出方
法

� 実施者
� ショッピングモール出店者
有名な複数のショッピングモールから、取扱商品別のショップ比率（各モール
のトップページの掲載ショップ数による）に応じて抽出。
� 独立ショップ開店者
検索エンジンにより対象者を抽出。

� 通信販売協会正会員より抽出。
�　計画者
� ベンチャー向けのメールマガジンに広告を掲載して調査。
� 調査段階で得られた計画者情報により郵送調査。

調査方法 郵送調査。ただし、�の�はインターネットによる調査。

調査時期 平成１３年２月２１日～３月１２日
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『物販ネットビジネスに関する意識調査』（対象：専門事業者）

対象者及
び抽出方
法

物販ネットビジネスに関係すると考えられる次の業種に属する有名な事業者。
【業種】
ショッピングモール運営者、配送事業者、倉庫事業者、物流代行・決済代行事業者

調査方法 郵送調査。

調査時期 平成１３年２月２１日～３月上旬

アンケート調査の発送・回収状況等

対　象 方法 発送数 返却数 回収数 無効数 有効数 回収率

物販ネット事業者

実施者 郵　送 １５４６ ２５ ２５１ ４ ２４７ １６．２％

計画者 郵　送 ３５ ０ ７ ０ ７ ２０．０％

Ｗｅｂ － － ２１ ０ ２１ －

計 － － － ２７９ ４ ２７５ －

専門事業者 郵　送 １００ ０ ２２ ０ ２２ ２２．０％

備考１：Ｗｅｂは、計画者を対象にベンチャー向けのメールマガジンに広告を掲載し調査したもの。

２：回収率＝有効数÷（発送数－返却数）
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